
第一八六回 

閣第二七号 

   道路法等の一部を改正する法律案 

 （道路法の一部改正） 

第一条 道路法（昭和二十七年法律第百八十号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第百七条」を「第百九条」に改める。 

  第三十三条第二項中第二号を第三号とし、第一号を第二号とし、同号の前に次の一号

を加える。 

  一 前条第一項第五号から第七号までに掲げる工作物、物件又は施設のうち、高架の

道路の路面下に設けられる工作物又は施設で、当該高架の道路の路面下の区域をそ

の合理的な利用の観点から継続して使用するにふさわしいと認められるもの 

  第三十九条の次に次の六条を加える。 

  （入札対象施設等の入札占用指針） 

 第三十九条の二 道路管理者は、第三十二条第一項又は第三項の規定による許可の申請

を行うことができる者を占用料の額についての入札により決定することが、道路占用

者の公平な選定を図るとともに、道路管理者の収入の増加を図る上で有効であると認

められる工作物、物件又は施設（以下「入札対象施設等」という。）について、道路

の占用及び入札の実施に関する指針（以下「入札占用指針」という。）を定めること

ができる。 

 ２ 入札占用指針には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 入札占用指針の対象とする入札対象施設等の種類 

  二 当該入札対象施設等のための道路の占用の場所 

  三 当該入札対象施設等のための道路の占用の開始の時期 

  四 道路の機能又は道路交通環境の維持を図るための清掃その他の措置であつて当該

入札対象施設等の設置に伴い必要となるもの 

  五 第三十九条の五第一項の規定による認定の有効期間 

  六 占用料の額の最低額 

  七 前各号に掲げるもののほか、入札の実施に関する事項その他必要な事項 

 ３ 前項第二号の場所は、第三十二条第一項又は第三項の規定による許可の申請を行う

ことができる者を入札により決定することが道路の管理上適切でない場所として国土

交通省令で定める場所については定めないものとする。 

 ４ 第二項第五号の有効期間は、二十年を超えないものとする。 

 ５ 第二項第六号の占用料の額の最低額は、道路管理者である地方公共団体の条例（指

定区間内の国道にあつては、政令）で定める額を下回つてはならないものとする。 

 ６ 道路管理者（市町村である道路管理者を除く。）は、入札占用指針を定め、又はこ

れを変更しようとする場合においては、あらかじめ、当該入札占用指針に定めようと



する第二項第二号の場所の存する市町村を統括する市町村長の意見を聴かなければな

らない。 

 ７ 道路管理者は、入札占用指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公示しなければならない。 

  （入札占用計画の提出） 

 第三十九条の三 入札対象施設等を設置するため道路を占用しようとする者は、入札対

象施設等のための道路の占用に関する計画（以下「入札占用計画」という。）を作成

し、その入札占用計画が適当である旨の認定を受けるための入札（以下「占用入札」

という。）に参加するため、これを道路管理者に提出することができる。 

 ２ 入札占用計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

  一 第三十二条第二項各号に掲げる事項 

  二 道路の機能又は道路交通環境の維持を図るための清掃その他の措置であつて当該

入札対象施設等の設置に伴い講ずるもの 

  三 その他国土交通省令で定める事項 

 ３ 入札占用計画の提出は、道路管理者が公示する一月を下らない期間内に行わなけれ

ばならない。 

  （占用入札） 

 第三十九条の四 道路管理者は、入札占用計画を提出した者のうち、次の各号のいずれ

にも該当すると認めるものに対しては占用入札に参加することができる旨を、次の各

号のいずれかに該当しないと認めるものに対しては占用入札に参加することができな

い旨を、それぞれ通知しなければならない。 

  一 当該入札占用計画が入札占用指針に照らし適切なものであること。 

  二 当該入札対象施設等のための道路の占用が第三十二条第二項第二号から第七号ま

でに掲げる事項について第三十三条第一項の政令で定める基準に適合するものであ

ること。 

  三 当該入札対象施設等のための道路の占用が道路の交通に著しい支障を及ぼすおそ

れが明らかなものでないこと。 

  四 その者が不正又は不誠実な行為をするおそれが明らかな者でないこと。 

 ２ 道路管理者は、前項の規定により占用入札に参加することができる旨を通知しよう

とする場合において、当該通知の相手方が提出した入札占用計画に従つて入札対象施

設等を設置する行為が道路交通法第七十七条第一項の規定の適用を受けるものである

ときは、あらかじめ当該入札占用計画に記載された道路の占用の場所を管轄する警察

署長に協議しなければならない。 

 ３ 道路管理者は、第一項の規定により占用入札に参加することができる旨の通知を受

けた者を参加者として、入札占用指針の定めるところにより、占用入札を実施しなけ

ればならない。 



 ４ 道路管理者は、前項の規定により実施した占用入札において最も高い占用料の額

（入札占用指針に定められた占用料の額の最低額以上の額に限る。以下この項におい

て同じ。）をもつて申し出た参加者を落札者として決定するものとする。ただし、効

率的な道路の管理の観点から占用料の額その他の条件が当該道路管理者にとつて最も

有利な入札占用計画の提出をした参加者を落札者として決定することが適切であると

認められる場合においては、政令で定めるところにより、最も高い占用料の額をもつ

て申し出た参加者以外の者を落札者として決定することができる。 

 ５ 道路管理者は、前項の規定により落札者を決定したときは、その者にその旨を通知

しなければならない。 

  （入札占用計画の認定） 

 第三十九条の五 道路管理者は、前条第五項の規定により通知した落札者が提出した入

札占用計画について、道路の場所を指定して、当該入札占用計画が適当である旨の認

定をするものとする。 

 ２ 道路管理者は、前項の規定による認定をしたときは、当該認定をした日及び認定の

有効期間並びに同項の規定により指定した道路の場所を公示しなければならない。 

  （入札占用計画の変更等） 

 第三十九条の六 前条第一項の規定による認定を受けた者（次条において「認定計画提

出者」という。）は、当該認定を受けた入札占用計画を変更しようとする場合におい

ては、道路管理者の認定を受けなければならない。 

 ２ 道路管理者は、前項の規定による変更の認定をしようとする場合において、変更後

の入札占用計画に従つて入札対象施設等を設置する行為が道路交通法第七十七条第一

項の規定の適用を受けるものであるときは、あらかじめ当該入札占用計画に記載され

た道路の占用の場所を管轄する警察署長に協議しなければならない。 

 ３ 道路管理者は、第一項の規定による変更の認定の申請があつた場合において、その

申請に係る変更後の入札占用計画が第三十九条の四第一項第一号から第三号までのい

ずれにも該当すると認めるときは、第一項の規定による認定をするものとする。 

 ４ 前条第二項の規定は、第一項の規定による変更の認定をした場合について準用する。 

  （占用入札を行つた場合における道路の占用の許可） 

 第三十九条の七 認定計画提出者は、第三十九条の五第一項の規定による認定を受けた

入札占用計画（前条第一項の規定による変更の認定があつたときは、その変更後のも

の。次項において「認定入札占用計画」という。）に従つて入札対象施設等を設置し

なければならない。 

 ２ 道路管理者は、認定計画提出者から認定入札占用計画に基づき第三十二条第一項又

は第三項の規定による許可の申請があつた場合においては、これらの規定による許可

を与えなければならない。 

 ３ 前項の規定による許可に係る第三十二条第二項及び第八十七条第一項の規定の適用



については、第三十二条第二項中「申請書を」とあるのは「申請書に、第三十九条の

三第二項第二号の措置を記載した書面を添付して、」と、第八十七条第一項中「円滑

な交通を確保する」とあるのは「円滑な交通を確保し、又は道路の機能若しくは道路

交通環境の維持を図る」とする。 

 ４ 道路管理者が第二項の規定により第三十二条第一項又は第三項の規定による許可を

与えた場合においては、当該許可に係る占用料の額は、第三十九条第二項の規定にか

かわらず、占用入札において認定計画提出者が申し出た額（当該申し出た額が同項の

条例（指定区間内の国道にあつては、同項の政令）で定める額を下回る場合にあつて

は、当該条例又は当該政令で定める額）とする。この場合において、同条第一項ただ

し書の規定は、適用しない。 

 ５ 第三十九条の五第一項の規定による認定がされた場合においては、認定計画提出者

以外の者は、同項の道路の場所については、第三十二条第一項又は第三項の規定によ

る許可の申請をすることができない。 

  第四十七条の七中「道路の新設又は改築を行う場合において、当該」を削る。 

  第七十一条第一項中「、この法律又は」を「、この法律若しくは」に、「若しくは承

認」を「、承認若しくは認定」に改め、同項第三号中「又は承認」を「、承認又は認

定」に改め、同条第二項中「左の各号の一に」を「次の各号のいずれかに」に、「基く

命令」を「基づく命令」に、「又は承認」を「、承認又は認定」に改め、同項第三号中

「の外」を「のほか」に、「基く」を「基づく」に改める。 

  第百七条中「代つて」を「代わつて」に改め、同条を第百九条とする。 

  第百六条を第百八条とする。 

  第百五条中「前六条」を「第百条から前条まで」に改め、同条を第百七条とする。 

  第百四条を第百六条とし、第百条から第百三条までを二条ずつ繰り下げ、第九十九条

を第百一条とし、第八章中同条の前に次の二条を加える。 

 第九十九条 国又は地方公共団体の職員が、第三十九条の五第一項の規定による認定に

関し、その職務に反し、当該認定を受けようとする者に談合を唆すこと、当該認定を

受けようとする者に当該認定に係る占用入札に関する秘密を教示すること又はその他

の方法により、当該占用入札の公正を害すべき行為を行つたときは、五年以下の懲役

又は二百五十万円以下の罰金に処する。 

 第百条 偽計又は威力を用いて、占用入札の公正を害すべき行為をした者は、三年以下

の懲役若しくは二百五十万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

 ２ 占用入札につき、公正な価額を害し又は不正な利益を得る目的で、談合した者も、

前項と同様とする。 

 （道路整備特別措置法の一部改正） 

第二条 道路整備特別措置法（昭和三十一年法律第七号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第五十九条」を「第六十条」に改める。 



  第五条第一項第一号及び第三号中「第八条第一項第二十一号」を「第八条第一項第二

十五号」に改める。 

  第八条第一項中第三十三号を第三十七号とし、第十六号から第三十二号までを四号ず

つ繰り下げ、第十五号の次に次の四号を加える。 

  十六 道路法第三十九条の二第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により入札占用指針を定め、及び同法第三十九条の二第六項（同法

第九十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定により意見を聴くこと。 

  十七 道路法第三十九条の四第一項又は第五項（同法第九十一条第二項においてこれ

らの規定を準用する場合を含む。）の規定により通知し、同法第三十九条の四第二

項（同法第九十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定により協議し、

同法第三十九条の四第三項（同法第九十一条第二項において準用する場合を含

む。）の規定により占用入札を実施し、及び同法第三十九条の四第四項（同法第九

十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定により落札者を決定すること。 

  十八 道路法第三十九条の五第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により道路の場所を指定し、及び入札占用計画が適当である旨の認

定をすること。 

  十九 道路法第三十九条の六第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により変更の認定をし、及び同法第三十九条の六第二項（同法第九

十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定により協議すること。 

  第八条第二項中「、第十五号、第二十三号又は第三十一号」を「から第十六号まで、

第二十七号又は第三十五号」に、「同項第二十三号」を「同項第十六号に掲げる権限に

あつては道路法第三十九条の二第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により入札占用指針（当該道路の占用に関するものに限る。）を定める

ことに限り、前項第二十七号」に、「道路法」を「同法」に改め、同条第三項中「、第

十五号、第二十三号若しくは第二十七号」を「から第十六号まで、第二十七号若しくは

第三十一号」に、「同項第二十三号」を「同項第十六号に掲げる権限にあつては道路法

第三十九条の二第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定

により入札占用指針を定めることに限り、第一項第二十七号」に、「、道路法」を「同

法」に、「第一項第三十一号」を「第一項第三十五号」に改め、同項ただし書中「又は

第十五号」を「から第十六号まで」に改め、同条第四項中「第十六号まで、第十八号か

ら第二十三号まで、第二十五号から第二十七号まで又は第二十九号から第三十二号ま

で」を「第二十号まで、第二十二号から第二十七号まで、第二十九号から第三十一号ま

で又は第三十三号から第三十六号まで」に、「第九号から第三十二号まで」を「第九号

から第三十六号まで」に改め、同条第五項中「第二十二号、第二十七号、第二十八号及

び第三十二号」を「第十八号、第十九号、第二十六号、第三十一号、第三十二号及び第

三十六号」に、「又は承認」を「、承認又は認定」に改め、同条第六項中「第二十七号



又は第二十八号」を「第十八号、第十九号、第三十一号又は第三十二号」に、「又は承

認」を「、承認又は認定」に改め、同条第八項を同条第十項とし、同条第七項中「第一

項第十九号又は第二十九号」を「第一項第二十三号又は第三十三号」に改め、同項を同

条第九項とし、同条第六項の次に次の二項を加える。 

 ７ 機構は、第一項の規定により高速道路の道路管理者に代わつてその権限を行う場合

において、その権限が同項第十四号又は第十六号から第十九号までに掲げるものであ

るときは、当該権限に係る事務の円滑かつ効率的な実施を確保するため、道路の占用

の許可に係る申請書の記載事項の確認、占用入札のための調査その他の国土交通省令

で定める事務を会社に委託しなければならない。 

 ８ 機構は、前項の規定により事務を委託する場合においては、国土交通大臣の認可を

受けなければならない。 

  第九条第一項第十一号中「前条第一項第二十号」を「前条第一項第二十四号」に改め

る。 

  第十七条第一項中第三十号を第三十四号とし、第十二号から第二十九号までを四号ず

つ繰り下げ、第十一号の次に次の四号を加える。 

  十二 道路法第三十九条の二第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により入札占用指針を定め、及び同法第三十九条の二第六項（同法

第九十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定により意見を聴くこと。 

  十三 道路法第三十九条の四第一項又は第五項（同法第九十一条第二項においてこれ

らの規定を準用する場合を含む。）の規定により通知し、同法第三十九条の四第二

項（同法第九十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定により協議し、

同法第三十九条の四第三項（同法第九十一条第二項において準用する場合を含

む。）の規定により占用入札を実施し、及び同法第三十九条の四第四項（同法第九

十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定により落札者を決定すること。 

  十四 道路法第三十九条の五第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により道路の場所を指定し、及び入札占用計画が適当である旨の認

定をすること。 

  十五 道路法第三十九条の六第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により変更の認定をし、及び同法第三十九条の六第二項（同法第九

十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定により協議すること。 

  第十七条第二項中「第十九号、第二十三号又は第二十七号」を「第十二号、第二十三

号、第二十七号又は第三十一号」に、「同項第十九号」を「同項第十二号に掲げる権限

にあつては道路法第三十九条の二第一項（同法第九十一条第二項において準用する場合

を含む。）の規定により入札占用指針を定めることに限り、前項第二十三号」に、「、

道路法」を「同法」に改め、同項ただし書中「又は第十号」を「、第十号又は第十二

号」に改める。 



  第二十三条第三項中「会社の成立の日から起算して四十五年を超えては」を「平成七

十七年九月三十日以前でなければ」に改める。 

  第三十三条中「第三十九条」の下に「、第三十九条の二第五項及び第三十九条の七第

四項」を加え、「同条第一項」を「同法第三十九条第一項」に、「とする」を「と、同

法第三十九条の二第五項中「道路管理者である地方公共団体の条例（指定区間内の国道

にあつては、政令）」とあるのは「政令」と、同法第三十九条の七第四項中「道路管理

者」とあるのは「機構等」と、「同項の条例（指定区間内の国道にあつては、同項の政

令）」とあるのは「同項の政令」と、「当該条例又は当該政令」とあるのは「当該政

令」とする」に改める。 

  第三十五条中「第八条第一項第十九号」を「第八条第一項第二十三号」に、「第十七

条第一項第十五号」を「第十七条第一項第十九号」に改める。 

  第三十六条中「第八条第一項第二十二号又は第十七条第一項第十八号」を「第八条第

一項第二十六号又は第十七条第一項第二十二号」に改める。 

  第四十二条第三項中「第八条第一項第十九号若しくは第十七条第一項第十五号」を

「第八条第一項第二十三号若しくは第十七条第一項第十九号」に改める。 

  第五十四条第一項中「第八条第一項第三十号又は第十七条第一項第二十六号」を「第

八条第一項第三十四号又は第十七条第一項第三十号」に改め、同条第四項中「第百七

条」を「第百九条」に改める。 

  第五十九条中「第五十七条」を「第五十八条」に改め、同条を第六十条とする。 

  第五十八条を第五十九条とし、第五十七条を第五十八条とし、第五章中同条の前に次

の一条を加える。 

 第五十七条 機構又は地方道路公社が第八条第一項第十八号又は第十七条第一項第十四

号の規定により道路管理者に代わつてその権限を行おうとする場合において、当該機

構又は地方道路公社の役員又は職員が、道路法第三十九条の五第一項の認定に関し、

その職務に反し、当該認定を受けようとする者に談合を唆すこと、当該認定を受けよ

うとする者に当該認定に係る同法第三十九条の三第一項に規定する占用入札に関する

秘密を教示すること又はその他の方法により、当該占用入札の公正を害すべき行為を

行つたときは、五年以下の懲役又は二百五十万円以下の罰金に処する。 

 （都市計画法の一部改正） 

第三条 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）の一部を次のように改正する。 

  第十二条の十一の見出し中「整備を一体的に」を「建築又は建設を」に改め、同条中

「都市計画施設である道路（」を「道路（都市計画において定められた計画道路を含

み、」に改め、「の整備と併せて当該都市計画施設である道路」を削り、「整備を一体

的に」を「建築又は建設を」に、「、当該都市計画施設である」を「、当該」に、

「（当該都市計画施設である道路の整備上必要な建築物等の建築又は建設の限界であつ

て、」を「であつて」に、「定めたものをいう。）」を「定めるもの」に改める。 



  第二十三条第七項中「都市計画施設である道路を管理することとなる」を「道路の管

理者又は管理者となるべき」に改める。 

  第五十三条第一項第五号中「都市計画施設である」を削り、「道路の」を「道路（都

市計画施設であるものに限る。）の」に改める。 

 （都市再生特別措置法の一部改正） 

第四条 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）の一部を次のように改正する。 

  第三十六条第三項中「含む」の下に「。次条第一項において同じ」を加える。 

  第三十六条の二第一項中「都市計画施設（都市計画法第四条第六項に規定する都市計

画施設をいう。以下この条において同じ。）である」及び「都市計画施設である」を削

り、同条第二項中「都市計画施設である」を削る。 

 （独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法の一部改正） 

第五条 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成十六年法律第百号）の一

部を次のように改正する。 

  第十二条第一項中第十号を第十一号とし、第六号から第九号までを一号ずつ繰り下げ、

第五号の次に次の一号を加える。 

  六 国から交付された補助金を財源として、会社に対し、高速道路のうち当該高速道

路と道路（高速道路を除く。）とを連結する部分で国土交通省令で定めるものの整

備に要する費用に充てる資金の一部を無利子で貸し付けること。 

  第十三条第一項第二号中「の内容（」を「（特定更新等工事（橋、トンネルその他の

高速道路を構成する施設又は工作物で、損傷、腐食その他の劣化により高速道路の構造

に支障を及ぼすおそれが大きいものとして国土交通省令で定めるものに係る当該施設若

しくは工作物の更新に係る工事又はこれと同等の効果を有すると認められる工事をいう。

以下同じ。）を除き、」に、「限る。）」を「限る。）の内容」に改め、同項中第八号

を第九号とし、第七号を第八号とし、第六号を第七号とし、同項第五号中「及び第六

号」を「、第六号及び第七号」に改め、同号を同項第六号とし、同項第四号を同項第五

号とし、同項第三号中「前号」を「前二号」に改め、同号を同項第四号とし、同項第二

号の次に次の一号を加える。 

  三 特定更新等工事の内容 

  第十三条第四項中「第一項第六号」を「第一項第七号」に、「同項第七号」を「同項

第八号」に改める。 

  第十四条第一項第二号中「の内容（」を「（特定更新等工事を除き、」に、「限

る。）」を「限る。）の内容」に改め、同項中第八号を第九号とし、第七号を第八号と

し、第六号を第七号とし、同項第五号中「及び第六号」を「、第六号及び第七号」に改

め、同号を同項第六号とし、同項第四号を同項第五号とし、同項第三号中「前号」を

「前二号」に改め、同号を同項第四号とし、同項第二号の次に次の一号を加える。 

  三 特定更新等工事の内容 



  第十四条第二項中「第六号」を「第七号」に改め、同条第四項中第三号を第四号とし、

第二号を第三号とし、第一号の次に次の一号を加える。 

  二 特定更新等工事により、当該高速道路に係る道路資産の貸付期間の満了の日にお

いてもその構造が通常有すべき安全性を有していることとなると見込まれるもので

あること。 

  第二十五条第一項中「第十二条第一項第五号」の下に「及び第六号」を加え、同条第

二項中「第十二条第一項第六号」を「第十二条第一項第七号」に改める。 

  第二十六条第一項中「第十二条第一項第八号」を「第十二条第一項第九号」に改める。 

  第二十七条第一項第一号中「第三号、第四号及び第七号」を「第四号、第五号及び第

八号」に改める。 

  第三十一条第一項中「この法律の施行の日から起算して四十五年を経過する日」を

「平成七十七年九月三十日」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、第一条（道路法第四十七条の七の改正規定を除く。）及び第

二条（道路整備特別措置法第二十三条第三項の改正規定を除く。）の規定並びに附則第

五条及び第六条の規定は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

 （罰則に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

 （政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する

経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 （検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、第一条の規定による改

正後の道路法及び第二条の規定による改正後の道路整備特別措置法の施行の状況につい

て検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。 

 （道路の修繕に関する法律の一部改正） 

第五条 道路の修繕に関する法律（昭和二十三年法律第二百八十二号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第二条第二項中「第百七条」を「第百九条」に改める。 

 （高速自動車国道法の一部改正） 

第六条 高速自動車国道法（昭和三十二年法律第七十九号）の一部を次のように改正する。 



  第二十五条第一項中「第三十九条第二項」の下に「、第三十九条の二第五項」を加え、

「第百七条」を「第百九条」に、「代つて」を「代わつて」に改める。 

 （道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の一部改正） 

第七条 道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和三十三年法律第三

十四号）の一部を次のように改正する。 

  第五条第四項第一号及び第十項第二号中「第十三条第一項第七号」を「第十三条第一

項第八号」に改める。 



     理 由 

 多様な資金の活用により高速道路の適正な管理を図るため、道路の立体的区域の決定に

係る制度の拡充、インターチェンジの整備に要する費用の貸付け制度の創設、高速道路の

料金の徴収期間の満了の日の変更等の所要の措置を講ずる必要がある。これが、この法律

案を提出する理由である。 


